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令和 5〜7 年度 厚⽣労働省科学研究費補助⾦ 

職場における⼥性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確⽴に向けた研究 

 
分担研究１：総合研究報告書 

 
分担研究１：職場における⼥性の健康課題に対する配慮の在り⽅に関する研究 

 
研究分担者 

原⽥ 有理沙 産業医科⼤学産業⽣態科学研究所災害産業保健センター ⾮常勤講師 

 

研究要旨 

【背景・⽬的】我が国では⼥性活躍推進が政策課題となる⼀⽅で、職場の設備や制度は

依然として男性労働者中⼼に設計されており、⽉経・更年期症状をはじめとする⼥性特有

の健康課題への対応は⼗分とは⾔えない。本分担研究では、3 年間にわたり、職場におけ

る⼥性労働者への配慮の在り⽅を、海外規格との⽐較及び国際的なエビデンスの整理を通

じて明らかにし、我が国の産業保健現場で活⽤しうる⽀援の⽅向性を提⽰することを⽬的

とした。 

【 ⽅ 法 】 令 和 5 年 度 は 、 英 国 規 格 協 会 発 ⾏ の 「 BSI Standards Publication: 

Menstruation, menstrual health and menopause in the workplace - Guide」（以下、英国

規格）と、本邦の⼥性就労に関連する法令・ガイドラインとを⽐較検討した。令和 6 年度

は、更年期症状に対して職場が取り組むべき⽀援や配慮に関する国際的知⾒を収集するた

め、PubMed を⽤いたスコーピングレビューを実施した。令和 7 年度は、これらの成果を

統合し、症状別配慮集、アクションチェックリスト、仮想事例集の形で実装可能な提⾔と

して整理した。 

【結果】令和 5 年度は、英国規格における職場調整（Adjustments）の進め⽅が、本邦

の治療と仕事の両⽴⽀援ガイドラインと類似していることが明らかとなった。⼀⽅で、英

国では本⼈と管理者の話し合いを基軸とすること、擁護者（Advocate）の位置付けがある

こと、⾃助努⼒やオープンな議論に向けた⾵⼟醸成が重視される点に違いが認められた。

令和 6年度のスコーピングレビューでは、PubMed で 1,128件の⽂献から 49件を精査し、

職場が取るべき⽀援策（ポリシー策定、柔軟な勤務形態、管理職教育、当事者教育等）、
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特に⽀援が必要な症状（重度症状、ホットフラッシュ、メンタルヘルス不調等）、特に⽀

援が必要な対象（⼥性管理職、神経多様性、夜勤従事者等）の 3 テーマで知⾒を整理し

た。令和 7 年度は、これらの知⾒を踏まえ、症状別職場配慮集（10 症状程度）、⼥性の健

康管理アクションチェックリスト（41 項⽬）、更年期症状を抱える事務職⼥性への⽀援に

関する仮想事例を作成した。 

【結論】3 年間の研究を通じ、職場における⼥性の健康課題への配慮の在り⽅として、

（1）海外の先進的な取り組みと国内の両⽴⽀援の枠組みを接続させること、（2）エビデ

ンスに基づく多⾯的な⽀援策を症状別・対象別に整理すること、（3）現場で利⽤可能な

実装ツールに落とし込むこと、の 3 点が重要であることが⽰された。今後は、本研究で開

発したツールの現場での活⽤と評価、及び事業場規模・業種を踏まえた個別最適化が課題

である。 
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Ａ．研究⽬的 

我が国では、急速な少⼦⾼齢化を背景

に、⽣産年齢⼈⼝の減少が進んでおり、

⼥性を含めたより多くの国⺠が経済活動

に参加する社会の構築が求められている。

2022 年度の⼥性労働⼒⼈⼝は 3,096 万⼈

に達し、⼥性活躍推進法（2015 年）、⼥

性版⾻太の⽅針2023等の政策的後押しも

あり、⼥性の社会進出は着実に進んでい

る。 

⼀⽅で、本邦の多くの企業・職場では、

男性労働者を主体としていた時代に設計

された設備や制度が継続しており、⽉経、

⽉経中の健康、更年期前後の健康といっ

た⼥性特有の症状に対する配慮や⽀援は

⼗分とは⾔えない。これらの症状は、⾝

体的・精神的な負担を⽣じ、就業継続や

労働パフォーマンスに少なからぬ影響を

与えうる。 

本分担研究は、3 年間の研究計画のう

ち、主研究 1「研究統括及び⼥性特有の

事情と就労の配慮の在り⽅について」及

び主研究 2「事業場調査」に対応する⽂

献的・国際⽐較的アプローチを担うもの

であり、以下を⽬的とした。 

・職場における⼥性の健康管理に関す

る海外の先進的な取り組み（特に英

国規格）と我が国の制度・ガイドラ

インを⽐較し、本邦への⽰唆を得る

こと。 

・更年期症状を中⼼に、職場が取り組

むべき⽀援・配慮に関する国際的な

エビデンスを体系的に整理するこ

と。 

・これらの知⾒を統合し、産業保健現

場で活⽤可能な実装ツール（症状別

配慮集、アクションチェックリス

ト、仮想事例）として提⽰するこ

と。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本研究は、3 年間にわたり段階的に⼿

法を発展させた。年度ごとの⽅法を以下

に⽰す。 

 

１．令和 5 年度：英国規格と⽇本の

制度の⽐較研究 

英国規格協会（The British Standards 

Institution）の許可の下、BSI Standards 

Limited によって 2023 年 5 ⽉ 31 ⽇に発

⾏された「BSI Standards Publication: 

Menstruation, menstrual health and 

menopause in the workplace - Guide」

（以下、英国規格）について、研究者医

師 3 名でレビューを⾏った。英国規格と、

⽇本の⼥性就労に関連する法令（労働基
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準法、労働安全衛⽣法、男⼥雇⽤機会均

等法等）及びガイドライン（事業場にお

ける治療と仕事の両⽴⽀援のためのガイ

ドライン等）とを⽐較し、⼥性特有の健

康課題に関連した健康管理の現状の取り

組みや課題を整理した。 

 

２．令和 6 年度：更年期症状に関す

るスコーピングレビュー 

PubMed を⽤いて、更年期症状と職場

環境に関連する⽂献を網羅的に検索した

（検索⽇：2024 年 12 ⽉ 6 ⽇）。検索式

に は 更 年 期 に 関 す る Mesh ⽤ 語

（ Menopause, perimenopause, 

postmenopause）と就労・職場に関する

Mesh ⽤語（Employment, Workplace 等）

に加え、ポリシー、産業保健サービス、

セルフケア、教育、職場調整等の⽀援関

連⽤語を組み合わせた。 

研究者 4 名が独⽴して事前に決めた包

含基準（更年期症状を持つ⼥性が対象、

就労者または職場が対象、職場が取るべ

き⽀援策に関する知⾒を含む、英語⽂献）

と除外基準（社会⼈⼝学的特徴・症状や

治療・QOL 評価の知⾒に留まるもの、レ

ビュー論⽂、実証的データを含まない⽂

献等）に従って⽂献を選抜した。選抜後、

各⽂献の知⾒を、職場が取るべき⽀援策、

特に⽀援が必要な症状、特に⽀援が必要

な対象、の 3 つのテーマに分類して整理

した。 

 

３．令和 7 年度：知⾒の統合と実装

ツールの開発 

令和 5・6年度の成果を統合し、産業保

健現場で活⽤可能な 3 つの実装ツールを

開発した。 

・症状別職場配慮集（案）：⼥性労働

者が経験しうる 10 症状程度（めま

い・⽴ちくらみ、ホットフラッシ

ュ、抑うつ・不安、⽉経前症候群、

⽉経困難症、睡眠障害、関節痛、集

中⼒低下、頻尿等）について、それ

ぞれ 5項⽬前後の具体的な職場配慮

例を提⽰した。 

・⼥性の健康管理アクションチェック

リスト：⼈事、管理職、産業保健ス

タッフ、同僚など多様な⽴場からの

対応ヒント集（全 41項⽬）とし

て、組織⽂化・制度整備・環境調

整・教育・相談体制の 5領域を網羅

した。 

・仮想事例集：更年期症状を抱える事

務職⼥性 A さん（52歳）が、産業医

⾯談を契機に職場の配慮を受けなが

ら就業継続を実現するプロセスを再

構成し、現場での実践的理解に資す

る内容として整備した。 
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これらのツールは、研究分担者・協⼒

者・産業保健職を交えた検討会での議論

を経て、ドラフトとして取りまとめた。 

 

Ｃ．研究結果 

１．令和 5 年度の成果：英国規格と

の⽐較から得られた⽰唆 

（１）ガイドの⽬的と構成の類似性 

英国規格は、職場で⽉経・⽉経中の健

康・更年期を経験する従業員の福祉を守

ることを⽬的とし、組織が考慮すべき推

奨事項（Good practice）と、企業⾵⼟の

醸成のための取り組みをまとめている。

⽇本では、2018 年に厚⽣労働省から発出

された「事業場における治療と仕事の両

⽴⽀援のためのガイドライン」（以下、

両⽴⽀援ガイドライン）が、関係者の役

割、事業場における環境整備、個別の労

働者への⽀援の進め⽅を扱っており、⽬

的・構成ともに英国規格と類似すること

が確認された。 

（２）背景法令の差異 

英国では、2010 年平等法、労働安全衛

⽣法（1974 年）、労働安全衛⽣管理規則

（1999 年）の枠組みの中で、⽉経・更年

期症状が「障害」の定義を満たす場合に

法的保護の対象となる可能性が⽰されて

いる。これに対し、⽇本では労働安全衛

⽣法による健康確保対策、労働基準法第

68 条による⽣理休暇、雇⽤機会均等法・

育児介護休業法による産前産後・育児に

関する規定はあるが、更年期障害に係る

就労関連法令は存在しない。両⽴⽀援ガ

イドラインも、⼥性特有の症状に関する

明⽰的な⾔及を⽋いており、良性婦⼈科

疾患や更年期障害は療養・就労両⽴⽀援

指導料の対象疾患にも含まれていない。 

（３）対処・サポートの進め⽅ 

英国規格は、（ⅰ）⾃助介⼊（セルフ

ケア）、（ⅱ）当事者の受療⾏動プロセ

スへのサポート、（ⅲ）申し出に基づい

た職場調整（Adjustments）、の 3 段階

での対処を提⾔している。これは、本邦

の両⽴⽀援における⾃⼰保健義務履⾏・

治 療 継 続 を 前 提 と し た 職 場 配 慮

（Workplace accommodation）と同様の

構造である。⼀⽅で、英国規格では本⼈

と管理者との話し合いが重要視され、主

治医意⾒書を必須としない点、⼈事・ラ

イン管理者ツールキット（Annex B）と

して「秘密保持を重視した会話の⽅法」

「職場調整の検討⽅法」が具体的に⽰さ

れている点に特徴がある。 

（４）擁護者（Advocate）の位置付け 

英国規格は、適切な研修を受けた「擁

護者（Advocate）」を組織内に配置する
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ことを推奨している。擁護者は、ダイバ

ーシティ・インクルージョン・交差的不

利が、⽉経や更年期の経験に与える影響

を理解する役割を担う。これは、本邦の

両⽴⽀援コーディネーター制度と機能的

に類似する点もあるが、職場⽂化の醸成

を担う点で独⾃の位置付けである。 

（５）オープンな議論に向けた取り組

み 

英国規格はかなりの紙幅を割き、⽉

経・更年期についてオープンに議論でき

る職場⽂化の醸成に⾔及している。ステ

ィグマや羞恥⼼の払拭、無意識の偏⾒へ

の対処、明確で⼀貫性のあるガイドライ

ンの作成と組織全体への周知、議論にお

けるプライバシーと守秘義務の確保等が、

具体的に挙げられている。本邦の両⽴⽀

援ガイドラインは、申し出が⾏いやすい

環境整備に触れているものの、健康につ

いてのオープンな議論の⾵⼟醸成につい

ては⾔及が乏しい点が、相違点として明

らかとなった。 

 

２．令和 6 年度の成果：スコーピン

グレビューによるエビデンスの整理 

PubMed 検索により 1,128 件の⽂献が

得られ、タイトルスクリーニングで 219

件、要約・全⽂レビューで 49件の英語論

⽂を最終分析対象とした。研究の種類は、

横断研究 20 件、質的研究 10 件、ランダ

ム化⽐較試験 3 件、ランダム化⽐較試験

以外の介⼊研究 3 件、コホート研究 3 件、

混合研究 3件、その他 7件であった。 

（１）テーマ１：職場が取るべき⽀援

策 

以下の⽀援策が、複数の⽂献において

効果的または推奨されるものとして報告

された。 

・職場の更年期ポリシーの策定または

健康ポリシーへの包含（Targett 

2022, Brown 2023） 

・既存の産業保健体制・メンタルヘル

ス対策⽀援の強化（Ariyoshi 

2008/2009, Geukes 2020） 

・プレゼンティーズムの評価（Oude 

Hengel 2023, Ishimaru 2023） 

・休みを取りやすい勤務形態・柔軟な

勤務時間（O'Neill 2023, Hickey 

2017） 

・作業環境の改善（騒⾳・換気・温度

管理）（Ma 2023, O'Neill 2023, 

Hickey 2017） 

・トイレ・更⾐室・リフレッシュ空間

の整備（O'Neill 2023, Hammam 

2012） 
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・健康増進プログラム（運動、禁煙、

受動喫煙防⽌）（Verburgh 2022, 

Kocur 2017, Fleming 2008） 

・管理職への教育（Hardy 2019, 

Cronin 2024, Griffiths 2013, Bariola 

2017） 

・当事者への教育（Verburgh 2020, 

Hardy 2018, Geukes 2023） 

・経験を共有できるツール・研修・ピ

アサポート（Cronin 2023, Edwards 

2021, Hobson 2024） 

・更年期を含む健康をオープンに議論

できる組織⾵⼟（Viotti 2020, Beck 

2020, Adelekan-Kamara 2023） 

（２）テーマ２：特に⽀援が必要な症

状 

重度 な 更 年 期 症 状 （ Alzueta 2024, 

Schei 2023 ） 、ホットフラッシュ

（ Brown 2023, Park 2008 ） 、 疲 労

（Verburgh 2024）、関節痛、メンタル

ヘ ル ス 不 調 （ Oude Hengel 2023, 

D'Angelo 2022, Geukes 2012）、激しい

頭痛、症状数の多さが、職場での対処困

難と関連していた。特に⼼理的症状は、

仕事能⼒に最も悪影響を与え る こ と

（β=-0.45）が報告されている。 

（３）テーマ３：特に⽀援が必要な対

象 

⼥性管理職（Matsuzaki 2014）、燃え

尽き症候群リスクの⾼い者（Converso 

2019 ） 、 神 経 多 様 性 を 持 つ 者

（ Gottardello 2024） 、 特定の作業内

容・職種（Assadi 2014, Kiss 2024）、交

代制夜勤従事者（Stock 2019, Sawamoto 

2024）、⻑時間通勤者、仕事への不安や

不満を抱える者、ワークライフバランス

の悪い者、経済的に困窮している者、が

特に⽀援を必要とする対象として浮かび

上がった。⼀⽅で、Hickey 2017 の知⾒

からは、更年期症状による就労への⽀障

は⼀過性のものであり、永続的な対応で

はなく、症状の強い時期に集中的な配慮

を提供することが重要であることも⽰唆

された。 

 

３．令和 7 年度の成果：知⾒の統合

と実装ツールの整備 

令和 5・6年度の成果を踏まえ、3つの

実装ツールを以下のとおり整備した。 

（１）症状別職場配慮集（案） 

⼥性労働者が経験しうる代表的な症状

（めまい・⽴ちくらみ、ホットフラッシ

ュ・発汗・のぼせ、冷え・のぼせの繰り

返し、動悸・息切れ、抑うつ・不安・イ

ライラ、⽉経前症候群、⽉経困難症、⽪

膚・粘膜の乾燥、睡眠障害、関節痛・筋

⾁痛・肩こり、集中⼒・記憶⼒の低下、

頻尿・尿意切迫・尿漏れ）に対し、それ
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ぞれ 5 項⽬前後の具体的な職場配慮例を

提⽰した。例えばホットフラッシュへの

対応として、空調調整可能な席への配置、

デスク⽤⼩型ファンの⽀給、服装規定の

緩和、休憩の⾃由度向上、別室への⼀時

移動制度等を、⽉経困難症への対応とし

て、症状が強い⽇の在宅勤務・時差出勤、

柔軟な有給休暇取得、ブランケットや温

熱シートの利⽤、トイレへのアクセスし

やすさ、重労働の⼀時軽減等を、それぞ

れ整理した。 

（２）⼥性の健康管理アクションチェ

ックリスト 

⼈事、管理職、産業保健スタッフ、同

僚等の多様な⽴場からの対応ヒントを、

全 41項⽬として整理した。組織⽂化（ス

ティグマの払拭、オープンな議論の促

進）、制度整備（健康ポリシーへの包含、

相談窓⼝の設置）、環境調整（物理的環

境の改善、柔軟な働き⽅の選択肢）、教

育（管理職研修、当事者教育）、相談体

制（産業保健職の関与、ピアサポート）

の 5 領域を網羅し、各事業場が⾃らの状

況に応じて選択・実施できる構成とした。 

（３）仮想事例集 

更年期症状を抱える 52歳の事務職⼥性

A さんが、定期健康診断後の産業医⾯談

で体調不良を打ち明けたことを契機に、

婦⼈科受診（ホルモン補充療法開始）、

産業保健職による上司との連携、空調が

調整しやすい席への配置変更、フレック

スタイム活⽤、業務量の⼀時的軽減、同

僚との情報共有等の段階的⽀援を経て、

就業継続を実現するプロセスを再構成し

た。さらに、本事例を踏まえた事業場が、

安全衛⽣委員会及び経営会議への報告に

向けて、⼥性の健康管理アクションチェ

ックリストから 4 項⽬を選択し実践に移

すという、組織的アクションへの展開も

併せて記述した。 

 

Ｄ．考察 

１．3 年間の研究で得られた中核的

知⾒ 

3 年間の研究を通じ、職場における⼥

性の健康課題への配慮の在り⽅について、

以下の 3 点が中核的な知⾒として浮かび

上がった。 

第⼀に、英国規格と本邦の両⽴⽀援ガ

イドラインは、申し出を起点とした職場

調整、関係者の役割分担、環境整備等の

枠組みにおいて⾼い類似性を有しており、

両⽴⽀援の枠組みを⼥性の健康課題にも

応⽤することで、企業内での理解促進と

推進が容易になる可能性が⽰された。す

なわち、⼥性特有の健康課題への対応を、

まったく新しい制度として導⼊するので
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はなく、既存の両⽴⽀援の延⻑線上で位

置付けることが、現場での受容性を⾼め

る鍵となる。 

第⼆に、⽂献レビューにより、職場が

取るべき⽀援策は単⼀ではなく、ポリシ

ー策定、勤務形態の柔軟化、物理環境の

整備、管理職・当事者教育、組織⾵⼟醸

成等、多⾯的なアプローチの組み合わせ

が必要であることが明確になった。さら

に、⽀援を必要とする症状や対象には個

⼈差・状況差が⼤きく、画⼀的な制度で

はなく、申し出をしやすい環境を整備し

た上で、個別最適化された配慮を提供す

ることが重要である。 

第三に、これらの知⾒を現場で実装す

るためには、抽象的な提⾔ではなく、具

体的なツールの整備が不可⽋である。本

研究で開発した症状別配慮集、アクショ

ンチェックリスト、仮想事例の 3 点セッ

トは、産業保健職・⼈事・管理職それぞ

れの⽴場から参照可能な、実装可能性の

⾼い成果物として位置付けられる。 

 

２．我が国の産業保健活動への⽰唆 

英国規格と本邦の制度を⽐較した結果、

本邦で特に強化が望まれる点として、

（１）⽉経や更年期について職場でオー

プンに議論できる⾵⼟の醸成、（２）擁

護者（Advocate）に類する組織内のサポ

ート機能の整備、（３）管理職向けの教

育・研修プログラムの体系化、（４）⼥

性特有の健康課題を含む包括的な健康ポ

リシーの策定、が挙げられる。 

特に、⽂献レビューでは、管理職の理

解と⽀援が、当事者の症状開⽰や就業継

続意欲に強く関連すること（Hardy 2019, 

Bariola 2017, Schei 2023等）が⼀貫して

⽰されており、ライン管理者向けの教育

プログラムの開発と普及が、優先度の⾼

い課題である。本研究で作成したアクシ

ョンチェックリストは、この管理職教育

の出発点として活⽤しうる。 

 

３．本研究の限界と今後の課題 

本分担研究には以下の限界がある。第

⼀に、令和 6 年度のスコーピングレビュ

ーは PubMed のみを対象としており、医

学中央雑誌等の和⽂データベースは対象

外としたため、本邦における取り組みの

全容は⼗分に把握できていない可能性が

ある。第⼆に、開発した実装ツールは研

究班によるドラフトの段階であり、現場

での適⽤可能性、利便性、効果について

は今後の検証が必要である。第三に、英

国規格との⽐較は⽂献ベースであり、英

国の実際の事業場での運⽤状況や効果に

ついては追加調査の余地がある。 

今後の課題としては、（１）本研究で
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開発したツールを実際の事業場で試⾏し、

その効果と改善点をフィードバックする

こと、（２）事業場規模・業種・労働者

の年齢構成等を踏まえた個別最適化の⼿

法を確⽴すること、（３）本研究の成果

を産業医・産業保健職向けの研修プログ

ラムに組み込み、普及を図ること、が挙

げられる。 

 

Ｅ．結論 

3 年間にわたる本分担研究では、職場

における⼥性の健康課題に対する配慮の

在り⽅について、英国規格との⽐較分析

及び国際的なエビデンスのスコーピング

レビューを通じ、その全体像を体系的に

整理した。 

本研究の主要な結論は以下のとおりで

ある。 

・英国規格と本邦の両⽴⽀援ガイドラ

インは構造的に類似しており、⼥性

の健康課題への対応は両⽴⽀援の枠

組みを応⽤することで現場への導⼊

が容易になる。 

・職場が取るべき⽀援策は多⾯的であ

り、ポリシー、勤務形態、物理環

境、教育、組織⾵⼟の 5領域を統合

的に整備することが必要である。 

・特に重度症状を有する者、メンタル

ヘルス不調を併存する者、神経多様

性を持つ者、夜勤従事者等の特に⽀

援が必要な対象を⾒極めることが重

要である。 

・管理職の理解と⽀援は当事者の就業

継続に決定的な影響を与え、管理職

向け教育プログラムの整備が優先課

題である。 

・⽉経・更年期に関するオープンな議

論を可能にする職場⾵⼟の醸成と、

擁護者に類する組織内サポート機能

の整備が、本邦における今後の重要

な取り組みである。 

・本研究で開発した症状別配慮集、ア

クションチェックリスト、仮想事例

の 3つの実装ツールは、産業保健現

場での実践のための出発点として活

⽤しうる。 

今後は、本研究で得られた知⾒及びツ

ールが、実際の事業場で活⽤され、⼥性

労働者の健康保持増進と就業継続に資す

ることを期待するとともに、現場からの

フィードバックを踏まえたさらなる改良

と普及活動が望まれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 
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１．論⽂発表 

なし 

２．学会発表 

原⽥有理沙、⽴⽯清⼀郎、新⾥なつみ、

渡邉萌美．更年期症状に対して職場が取

り組むべき⽀援や配慮：スコーピングレ

ビュー．第98回⽇本産業衛⽣学会（2026

年 5 ⽉、仙台）⼝演発表予定． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 
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